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第 59 回定期総会及び第１回執行委員会が開催されました  

 

 2021年 12月 26 日、第 59回定期総会が zoom上で開催され、2021年度の活動・決算報告、2022年度の活

動方針・予算案について議論が行われました。全総会代議員定数 56 名に対し、代議員 49 名ほか、総勢 63

名が参加し、すべての議案は可決されました。また、2022 年度役員が選出されましたのでお知らせいたし

ます。 
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執行委員からのご挨拶 

すずきのりまさと申します。文理学部国文学科に所属し、辞書史・日本語史を専門としています。

本学出身で本学に勤務しておりますが、アメフトタックル問題の時の本学の管理運営体制に強く

疑問を持ったために組合に参加するようになりました。中央執行委員２年目にして執行委員長と

いうことで、組合活動全般についてまだ十分に把握が出来ておりませんし、非常に緊張しており

ますが、微力ながら務めて参りたく存じますので、皆様の御協力を賜れば幸いです。（鈴木功眞） 

湘南支部の友田滋夫です。本学に着任して 2022 年度で６年目に入ります。2019 年度にも副委員

長をやらせていただきました。その当時は着任 3 年目でわからないことだらけでしたが、今回は

少しは進歩したいと思います。（友田滋夫） 

私が関わった調査では、主に労働組合加入者の労働組合に対するイメージのうち、就職前後で大

きく変化したのが「いろいろな人や集団とつながることができる」という項目でした。部科校が

離れ離れの日本大学では、他の部科校の教職員と交流できる数少ない機会の一つが教職員組合の

活動です。大学の危機に際して、離れ離れの部科校の教職員をつなぐために組合が果たす役割は

大きいと思います。そうした機会を少しでも増やせられたらと思います。（村上英吾） 

経済学部で教員をしている位田将司です。皆さんと協力して組合の活動を活発にし、日本大学の

労働者の権利や労働環境をより良いものにできればと思います。よろしくお願いいたします。（位

田将司） 
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日本大学理工学部に所属して 5 年目になり、専門は加速器・放射線科学です。望ましい形ではあ

りませんが、変革が必須となった状況を一つの機会と捉え、日大のスケールメリットを活かすた

めのより良い協働関係が築けるよう努力いたします。（住友洋介） 

学校改革，生徒募集，ICT、保護者対応等、近年の付属校教職員に要求される業務は多岐にわたり、

勤務時間は激増しています。日々奮闘されている先生方の努力や発言が正当に取り上げられるよ

う、「よりよい職場環境が生徒のため」と考え、組合活動に従事しています。１年間よろしくお願

いいたします。（谷英毅） 

高校支部（三島高校）の永田泰大です。付属校では労働環境の悪化が進んでいます。この現状を

大学側に理解させるべく、団体交渉の場などを通じて積極的に発信していきます。（永田泰大） 

船橋支部の中根昌克と申します。昨年度に引き続き執行委員として、また本年は書記次長も仰せ

つかりました。一般社会の厳しい目が大学に向けられている中、大学の信頼を回復していくため

の組合活動を行っていきたいと思います。（中根昌克） 

商学部でフランス語と文学を担当しています。少しでも本学が正常化するよう、非力ながら努め

てまいります。（安原伸一朗） 

商学部所属、専門は坂口安吾を中心とする日本の近現代文学です。はじめての執行委員、精一杯

つとめる所存です。よろしくお願い申し上げます。（山根龍一） 

組合事務所の田極です。職場での悩み事、困っていること、おかしなこと、もちろん組合に加入

したいという方は、ご遠慮なく組合メール、電話等でご連絡ください。（田極信雄） 

 

経常費補助金不交付決定についての組合の見解を発表 

1月 26 日、日本私立学校振興・共済事業団は、「学校経営に関わる刑事事件で役員が逮捕・起訴されたこ

と」及び「学校法人としてガバナンスが十分に機能しておらず、管理運営に適正を欠いていたこと」を理由

として、日本大学に対する私立大学等経常費補助金の全額（90 億円）の不交付を決定しました。この不交

付決定により、大学財政ひっ迫という理由を持ち出して、法人側が労働条件、教育研究条件の切り下げを提

示してくる可能性が心配されるところです。しかし、今回の補助金不交付について、一般教職員には一切責

任はありません。今回の不祥事の責任は逮捕された元理事長、元理事や、善管注意義務を怠った一部の法人

役員にあることは大学側も認めています。したがって、組合は、補助金不交付を労働条件や教育研究条件の

切り下げ理由とすることは不当であるとの立場に立ち、以下の通り見解を発表しました。 

 

2022年 3月 10日 

日本大学教職員組合 

私立大学等経常費補助金の不交付への対応に関する組合の見解 

はじめに 
 本年 1 月 26 日、日本私立学校振興・共済事業団は、「学校経営に関わる刑事事件で役員が逮捕・起訴されたこ

と」及び「学校法人としてガバナンスが十分に機能しておらず、管理運営に適正を欠いていたこと」により、日

本大学に対し、私立大学等経常費補助金の全額（90 億円）不交付を決定した。 
これに対して日本大学の現執行部は、「学校法人日本大学」名にて本年 1 月 26 日付で「今回の事案を理由とし

た学費の値上げは一切行わず、学生・生徒、保護者の皆様に影響が及ぶことのないよう対応してまいります」と

表明した（日本大学 HP http://www.nihon-u.ac.jp/information/2022/01/13076/ 2022 年 1 月 27 日閲覧）。 
また、2 月 4 日開催の理事会において、「減額措置の影響により学部等での教育研究活動に支障を生じさせな
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いよう」、減額措置に係る学部等の減収額に対しては法人の保有資金をもって充当することが決定された。 
補助金不交付が、学生・生徒、保護者に影響を及ぼさないようにすることや、教育研究活動に支障を生じさせ

ないようにすることは、当然の対応と言うべきことであるが、その一方で、人事、給与、研究費等については、

現在に至るまで何ら明確な方針を示していないし、「支障を生じさせない」とは具体的にどのようなことなのか

明示されていない。このことは、補助金不交付を理由とした労働条件の不利益変更（昇格の凍結、給与切り下げ、

非常勤教職員の削減、任期制教職員の更新拒否やそれに起因する専任教職員の負担増など）の可能性を排除して

いないことを意味しており、「財政的理由」（これ自体は後述する通り合理的な根拠を欠いている）により労働条

件の改悪を重ねて来た学校法人日本大学（以下、法人）の従来の姿勢をふまえれば、十分注意を要すものとなっ

ている。また、たとえ学費の値上げを行わなかったとしても、教員の負担増や教育経費の切り下げがなされるな

らば、それは実質的に学費を値上げしたに等しい。 
日本大学教職員組合（以下、組合）は、私立大学等経常費補助金不交付を理由とする一般教職員の労働条件改

悪や非常勤教職員の減員などに断乎反対し法人との団体交渉を求めているところであるが、法人は未だに団体交

渉に応じていない。この点も前提として、組合の現時点での見解を以下の通り表明し、教職員および関係各位に

対して組合への理解と協力を願う次第である。 

１．私立大学等経常費補助金不交付決定の理由は研究・教育とは無関係 
 補助金全額不交付であっても、今回の不交付は一般教職員による通常の研究・教育に関する業務に起因するの

ではなく、まさに「学校法人としてガバナンスが十分に機能しておらず、管理運営に適正を欠いていたこと」に

よるのであるから、その影響のしわ寄せが現場の教職員に及ぶのはそもそも不合理、理不尽である。しかも、後

述「２．」で述べるように、本学の財政状況は、教職員への年来の負担増や待遇改悪により「盤石」（前理事長田

中英壽被告の常套文句）の状況である。 
したがって、補助金全額不交付や、今回の不祥事に起因する収入減が発生した場合の財政的対応について、教

職員の労働条件や教育研究条件に悪影響をもたらすことは不合理、理不尽であり、一切認めることはできない。 

２．本学の財政状況 
（１）本学財政は 2019 年度以降毎年約 100 億円以上の「黒字」 
「事業活動収支計算書の結論にあたるのが事業活動収支差額、つまり利益」（野中郁江『私立大学の財政分析

ハンドブック』大月書店、2020 年、40 頁）である。これは当該年度の全ての収入から、当該年度の全ての支出

を引いた額である（同上書）。以下、この「利益」を「黒字」と呼称する。 
この「事業活動収支差額」は、事業活動収支計算書上の「基本金組入前当年度収支差額」と同額となる。これ

が本学における単年度の黒字額を示すということになる（以下の各種本学財務データは、本学 HP の「情報公開」

ページで公開されている財務資料に依拠している）。 
 「財務状況の推移（平成 28 年度～令和 2 年度）」（2 頁）の「事業活動収支決算の推移」によると、「基本金組

入前当年度収支差額」は、2016（平成 28）年度約 62 億円、2017 年度約 68 億円、2018 年度約 40 億円、2019
年度約 123 億円、2020 年度約 170 億円で、2021 年度は「令和 3 年度予算について」（7 頁）によると約 106 億

円が見込まれていた。しかも、この 106 億円は事業活動支出として使途が未定である予備費 10 億円が差し引か

れた金額である（同 7 頁）。 
 つまり、2019 年度以降、毎年 100 億円以上の黒字が出ている（あるいは黒字予算が組まれている）のである。

これが、再雇用制度の廃止、大学のカリキュラム改悪による非常勤講師削減、高校教員の待遇改悪（部活動の顧

問手当など）、事務職員の採用抑制（一部部局での慢性的な超過勤務状態を生じさせている）等の「効果」である

ことはいうまでもない。 
さらに、基本金の推移をみると、法人が多くの金額を設備拡張に充ててきたことがわかる。基本金は、次のよ

うに 4 種類に分かれる。第 1 号基本金は、自己資金で「取得した固定資産の価額」、第 2 号基本金は、「将来取得

する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額」、第 3 号基本金は、「基金として継続的に保持し、かつ、運

用する金銭その他の資産の額」（研究基金や奨学基金など）、第 4 号基本金は、「恒常的に保持すべき資金として

別に文部科学大臣の定める額」（1 ヵ月分の経常的な支払額）である。従って、第 1 号と第 2 号の基本金が増加

するということは、「箱もの」すなわち設備の拡張をしたこと、あるいは設備拡張を計画したことを意味する。

2020 年度において第 1 号は約 8,200 億円、第 2 号は 33 億円と、第 1 号が大部分を占めており、前年度と比べて

それぞれ約 107 億円、4 億円増加しており、あわせて 111 億円増えている。つまり、少子化にもかかわらず、設

備拡張などを重視した拡大路線をとってきた。 
（２）私立大学等経常費補助金不交付による労働条件の切り下げなどは必要ない状況 
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 毎年の決算書を見ると、この黒字額により純資産が積み増されている。「2020 年度（令和 2 年度）決算書」（16
頁）の貸借対照表の「純資産の部」によれば、「純資産」は前述のように黒字のため前年度から約 170 億円増え

て約 6,174 億円となっている。また前述のように「令和 3 年度予算について」（7 頁）では、約 106 億円の黒字

予算を組んでおり、純資産をさらに積み増す予定となっていた。従って、同予算上では、補助金 90 億円が不交

付でも 16 億円～26 億円の黒字となる可能性がある。 
 入学者の急減などで入試関係の収入減が生じなければ、赤字に陥る可能性は少ないといえる。そのようなこと

にならないためにも、本学が事態を糾明し抜本的なガバナンス改革を実施するとともに、それが適切に機能する

ようにしなければならない。そして、組合も含む利害関係者や社会にそのことを十分に説明して信頼の回復に努

めなければならない。 
但し、仮に収入減に陥った場合には、不要不急の新規事業を停止し、海外資産も含めた過剰設備の整理・見直

しにより補助金不交付の影響を吸収することも有り得るだろう。もっとも法人は、2021 年度で流動資産として

現金預金を約 370 億円、有価証券を約 5 億円保有している。また固定資産として有価証券や預金などで運用して

いる「特定資産」から第 3 号基本金引当特定資産や退職給与引当特定資産を除いた金額で 1,355 億円を保有して

いる。両者を合計した最も狭く捉えた自由に使用できる金融資産は、約 1,730 億円にも上る。その他、貸付金な

ども保有しており、さらに資産として計上されていない有価証券の含み益も約 9 億円ある。これに対して、補助

金の不交付・減額の 5 年間の累計額は 315 億円である。 
なお、前述のように、黒字が教職員の負担増という「効果」によって生み出されたものである以上、その蓄積

は、本来、教育活動支出として教職員や学生に配分すべきものであった。しかるに、私立大学等経常費補助金の

全額不交付は、「学校経営に関わる刑事事件で役員が逮捕・起訴されたこと」及び「学校法人としてガバナンスが

十分に機能しておらず、管理運営に適正を欠いていたこと」を理由とするものであるから、その責任は、逮捕・

起訴された本人及びガバナンス不全を見過ごしてきた法人役員らにある。したがって、本来であれば、不交付に

よって法人が被る損失の相当部分は、法人が補填すべきものではなく、逮捕・起訴された本人及びガバナンス不

全を見過ごしてきた人物らが補填すべきものである。ましてや何の責任もない教職員に対する労働条件などの切

り下げなどで補填することは許されない。やむなく法人の資産などで補填するとしても、法人の文科省に対する

回答において、「田中氏，井ノ口氏及びその他の善管注意義務違反等が認められる理事又は監事に対しては，損

害賠償請求をする方針を決定」していることに鑑みれば、私立大学等経常費補助金の不交付額のうち、こうした

人物の責任に帰すべき相当額についても、「田中氏，井ノ口氏及びその他の善管注意義務違反等が認められる理

事又は監事」に対して損害賠償請求すべきものである。 

おわりに 
 上述のように、組合は、補助金不交付や一連の不祥事で収入減が生じた場合に、それを理由とした一般教職員

の労働条件の改悪（含、非常勤教職員の減員）には一切応じる必要はなく、「田中氏，井ノ口氏及びその他の善管

注意義務違反等が認められる理事又は監事」に対する損害賠償請求の対象に私立大学等経常費補助金不交付額の

うちの相当額も含めるべきである、との見解をもっており、今後は、この確約を理事長に強く要求すると共に、

補助金交付額をできるだけ早く全額に戻すために、本学がまちがいなく抜本的な改革を実行するよう、監視、督

励していく活動を継続していく。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

日本大学教職員組合の活動などは以下ホームページでご覧いただけます。また、ご意見、ご加入に関するお問

い合わせは以下メールアドレスまでお願いいたします。 
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